
「立地係数」でみる四国地域の経済構造1）  

井 原 健 雄  

‡．ほじめに． 甘．立地係数の定義  王II．立地係数の意義  

ⅠⅤ．．立地係数の計測  Ⅴ．むすぴ  

Ⅰ  

地域経済の現状を把握し，その将来を予測することほ，地域研究にとって重  

要な課題である。かかる研究評題を遂行する手段として，現実経済の営みを甘  

確に反映する理論形式一－すなわちl‾モデル＿i－が幾つか考察され，またそ  

のモデルに．よる実証分析が数多く試みられてきた。そのなかでも，とくによく  

用いられたモデルとして，“Economic Base Model，”“Input－Ou七put Model，”  

およぴパEconometric Model”の3つがある。   

承稿の目的は，このうちもっとも簡攣な“Economic BaseModel”2）に注目し  

て，その背後に絡むr立地係数］（Location Quotient）の理論的意義をまず明  

らか紅し，ついで，その係数虹よって四国地域の経済構造の特徴を明らかにす  

ることである。  

ⅠI  

r立地係数」（Location Quotient）は，つぎのように定義される。まず，地域  

グ（．グ＝1。，2，…，／）からなる経済を考え，そ・の各地域ほ，最終財左（∠＝1，2，…・，  

1）本稿ほ，昭和55年度文部省特定研究，「地域経済と地場産実」に・もとづく研究成果の   

1部である。なお，本稿のとりまとめの賂，筆者のゼミナ－ル学生，とくに岩永俊一・，   
富岡均，大西涼子，高木直子の助力を得た。また，宮城正枝さんには，清書の労を煩   

わした。記して，謝意を表明したい。  

2）‘‘Economic Base Model”ほ，1930年代にHomer Hoytによって初めて定式化され   

たといわれているが，その後，地域研究の各分野で幅広く取り上げられている。その   

詳細については，W．Isard，“Methods of Regional Analysis：AnIntroduction to   

RegionalScience，”Cambridge，Massachusetts，MIr Press（1960），参照。   
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香川大学経済学部 研究年報 20  Jタ∂0  ・1、ブニ／（トl一  

紹）を生産し，かつ消費しているものと想定しよう。いま，地域には上付添字  

を，また財貨には下付添字を用いることにすれば，地域，グの産業よ紅よって雇  

用されている労働鼠ほ，与‡として表わされ，また，地域ブの総雇用労働愚は，  

エメ として表わされる。その結果，次式が成立する。  

†も  
エメ＝∑エ吉  

名芦1  
（1）   

ただし，  

現：地域グの産業∠によって雇用された労働鼠  

エプ：地域クーの総雇用労働鼠   

を，それぞれ表わすものとする。   

同様に，経済全体での総雇用労働星をエ0とし，また，経済全体の総雇用労  

働屈のうち産業去■で働いている労働鼠をエ3とすれほ，つぎの関係式が成立す  

る。  

J′  
エ0二∑エ7  

ノ＝l  

および，  

／   ム≡＝∑エプ  

ブ＝1  

（2）  

（3J   

ただし，  

エ0：経済全体の総雇用労働壷h  

エ2：経済全体の総雇用労働：嵐のうち産業守で働いている労働鼠   

を，それぞれ表わすものとする。   

したがって，地域．グの総労働鼠のうち，産業よで働いている労働題：ほ，  

入‡＝ム…／エ7  （4J  

として与えられ，また，経済全体の労働観のうち，産業よで雇用された労働鼠は，  

入冨＝エ≡／エ0  （5）  

として与えられる。その結束，地域ブにおける産業よの立地係数を曾宣で表わす  

ことにすれば，このす皇は，次式によって定義される。  

す言＝入言′入官  t6j   
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「立地係数」でみる四国地域の経済構造  －β2J－  

この定義より明らかなように．，この係数は地域．グの産業よ紅関する相対的な  

特化（Relative Specialization）の情報を与えるものである。たとえば，いま地  

域グにおける産業∠の雇用労働量のシェアが，その全国の産業去一における総雇  

用労働鼠の比例的なシェアよりも大きければ－－すなわち，宜地係数す、吾が1よ  

りも大きければ…その比例配分を超える超過分が移出に廻るものと考えるの  

である。換言すれば，立地係数留吉が1より大か／」＼かに応じて，地域ブは，∠朗  

を移出したり移入したりするものと想定して．いるのである。   

いま，  

エま＝10，  

エ：＝100，  ）  

（7）  

LO-2,000 

を仮定すれほ，このときの立地係数（¢言）は，  

ヴ雲＝九ま／入gニ（現／エり／（エ冒／エ0）＝2  （8）  

としで求められる。したがって－，この場合，5人の労働者は，産業よの移出部  

分に割り当てられ，残りの5人が，地域内需要のために割り当てられているも  

のと考えるのである。かかる立地係数を，地域．ブの各産業左（え＝1，2，‖‥，花）に  

ついて計測し，その計測結果をもとにして，当該地域jの“BasicIndustry”を  

認定し，3）それ一こよって将来の経済活動を予測しようとするのが“Economic  

Base Model”の目的にはかならないのである。  

ⅠⅠⅠ   

つぎに，この立地係数の理論的意義を考察することにしよう。W．Mayer’と  

S．Pleeterは，共同で立地係数の値とある所与の産業の交易志向との関係を，  

一・般均衡モデルを構成することによって明らかにしている。4）彼等の分析結果  

は，立地係数の使用に対する1つの理論的基礎を与えるものとして注目される  

ので，以下，その骨子をフカ・ロ・－・アップすることにしよう。   

まず，2地域からなる経済を想定し，その地域間での生産要素の移動ほない  

3）具体的にほ，地域乗数としての意味をもつ“basic’service”比率を求めることに対   

応する。  
4）WりMayer＆S．．Pleeter，“A TbeoreticalJustificationfor the Useof7Location   

Quotients，”RegionalScienceandUrban Economics5，（1975），参照。   
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ものと考える。また，各地域は，3財を生産し，かつまた消費しているものと  

する。そのうちの2鼻オほ，地域間を移動し得る「交易可能財」（Tradables）とし，  

残りの1月オほ，輸送費があまりに、も高くつくため，地域間輸送がむつかしい，  

「非交易可能朗」（Non・tradables）であるもa）としよう。また，各地域の賦存螢  

として資本∬ノしグ＝1，2）および労働エメ（．グ＝1，2）がそれぞれ与えられており，  

これらの生産費菜ほ，地域間でほ移動できないが，地域内では，完全に移動可  

能であるものとする。さらにまた，各地域とも完全競争が支配しており，遊休  

資源ほないものとする。5）   

つぎに．，ある所与の財に閲して，2つの地域は，全く同じ生慮関数を有する  

ものとし，そ・の生産関数は，1次同次で，少なくとも2回微分可能な，しかも  

“strictly quasi・COnCaVe”な性質をもつものとしよう。また，ある財の消費者  

需要ほ，相対価格のみならず，所得および嗜好にも依存するものと仮定しよ  

う。   

以上の仮定を踏まえ／て，地域．グの－・般均衡交易モデルを構成すれは，つぎの  

ように．なる。ただし，以下でほ．，記号を簡単にするため，．グ地域を示す上付添  

字を省くことにする。   

まず，財∠■の生産関数は，つぎのように．示される。  

ズ汗＝ダ乞（ん，∬乞），（よこ＝1，2，3）  i91   

ただし，   

ズ豆：よ財の生産愚，   

エよ：産業よで使用された労働嵐，   

ノ私：産業よで使用された資本鼠   

を，それぞれ表わすものとする。  

この生産関数が1次同次であることから，これをつぎのように変形すること  

ができる。  

芳戸ん凧（1，＆／ん）＝ん．／‡（ゑ′）  

ただし，  

5）ある産業が移出座業か否かを決定するに・ほ，完全舶用を想定してl・、る。地域乗数を   
適用する場合，同じ交易パダーンが，ある所与の不完全雇用水準紅おいて支配すると   

いう，暗黙の仮定がなされている。   
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「立地係数」でみる四国地域の経済構造  －β・23－  

‰キ垢／ムほ，産業云における資本労働比率を表わすものとする。   

この㈹式を，当該＼地域．′の総労働巌エで割り，さら紅′方ま＝gブルとおけば；  

次式を得る。  

」完豆二幸／ま（翫）＝入渕官）（よニ1，2，3）  （11）  

ただし，  

方才＝ズで／エ：労働者1人あたりの嘉一財の生産屋，  

入官＝んル：当該地域の総労働駁のうち，産業去’で使用された比率6）  

を，それぞれ表わすものとする。   

また，完全競争の仮定濫より，名産産要素の限界生産力の価値は，すべての  

産業部門で同じでなければならなl、ことから，つぎの条件式を得る。すなわち？  

まず，資本については，  

㌢＝＝βげ1′＝ニク2ノ■2′：二♪8ノ、3′  

ただし，  

γ・：賢本の貨幣収益率，  

動：財まの価格  

ノ■∠′ニ∂ノーゴ／∂烏ま：資本の限界生産力，  

を，それぞれ表わすものとする。   

つぎに，労働については，次式を得る。  

叩＝少1（ノ1・－緑1′）ニ♪2げ2一・－－＝・烏2．存）′＝＝タ3（ノ8・－・ゐ8ノ3′）  

ただし，  

紗：貨幣賃金率  

を表わすものとする。   

最後に，生産側の資源制約式として，つぎの2つがある。  

ム十エ2十エ3＝＝エ  

および，  

打1十だ2ヰ・脆＝茸  

t12j  

日日監   

このうち，前者は，利用可能な労働の総供給鼠エがすべての産業部門で完全  

6）（4）式に対放ける。ただし，ここでは，地域ノの添字を省略している点に注忽せよ。   
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に雇用されていることを示しており，また後者は，利月］可能な資本の総供給：鼠  

Åがすべて－の産業部門で完全かこ使用されていることを示している。7）この（14）式  

およぴし15成を変形すれば，つぎのようになる。  

入1十九2十九3＝1  （16I  

および，  

ゐ1九1十ゐ2入2十ゐ3入3＝ゐ＝希／エ  （17）   

かくして，当該地域．グの生産部門は，結局，（11）式，（12）式，r13）式，（14）式および（15）  

式に含まれている11個の方程式体系によって完全に規定されることになる。   

つぎに，当該地域グの消炎部門を考察することにしよう。いま，財よ＼に対す  

る1人あたり需要愚をdせによって表わすことにすれば，この需要関数は，つぎ  

のように示される。  

あ＝動（♪】，か，♪3：．γ，α官）（∠＝1，2，3）  し1Sl  

ただし，  

め：財まに対する1人あたり需要鼻，  

γ：当該地域の1人あたり（すなわち，平均）所得，  

α乞：当該地域の財∠に．対する嗜好パラメタ－，  

を，それぞれ表わすものとする。   

なお，ここで，当該地域の平均所得．γは，次式紅よって定義される。  

γ＝れ完1＋・♪2。方2・＋か方3  く19J  

また，＿上記の需要関数（18）式に嗜好パラメターα乞を導入することは，1人あたり  

所得．γあるいはまた，各財の価格動（左＝1，2，3）の差異に．もとづかない地域間  

需要鼠の差異を明示的に考慮するものである。   

最後紅，財よに対する各地域の1人あたりの純移出鼠βま＄）ほ，つぎのように 

定義される。  

♂官＝．方官－di，（去＝1，2，3）  拗  

7） したがって，∬およびエは，当該地域メにおける資本および労働の総戚存盈をそれ   

ぞれ表わしてl、る。  

8）すなわち，財∠の1人あたり超過供給藍を意味する。   
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「立地係数」でみる四国地域の経済構造  －β2∂一   

ただし，算3財は，「非交易可能財＿】であるものと仮定したことから，つねに  

β3＝0となり，したがって，これは，  

：ご11  ．方3＝d8   

の関係が，つねに成立することを意味するものである。ノ   

r20†式より明らかなよう紅，地域移出ほ，地域の生産と消費の差異に依存し，  

両者は，いずれも1人あたりの単位で測られている。そこで，この（20）式に注目  

し，これに（川式およぴ（18J式を代入すれば，次式を得る。  

♂i＝入i．右（毎卜一d官（か，♪2，如：．γ，α官）  提2）   

当該地域グからの朗左の移出に影轡を及ぼす（22j式の変数を吟味すれば，かお  

よび♪2ほ排除される。なぜなら、われわれは，地域間の財貨移動に対していか  

なる障害も存在しないと仮定したことから，これらの価格は，すべての地域で  

等しくなければならないからである。さらに．，‰と♪3も，要素価格の均衡化  

ゆえにすべての地域で等しくなければならないことが明らかとなる。9〉 すなわ  

ち，地域間の財貨移動に対してなんの障害もないというわれわれの仮定は，各  

地域匿おいて，少1と如が同じになることを保証するものであるが，そのこと  

は，また，ゐよ（よ－ニ1，2，3），紬＼タ・および♪3がすべての地域で同じになることの  

十分条件でもあるのである。   

そこで，この佗2広を全教分し，叙上の変数の固定性を考慮すれば，当該■地域  

の交易志向紅影轡を及はす変数ほノ，結局，次式によって与えられる。  

dβ官二＝．／’g飢ま山（∂d£／∂ク）dグ・－（∂dl／∂αも）dα£  

＝．／■電動乙…・（cさ／動）d．γ－（∂d乞／Cα官）ぬ乞 （まニ1，2）  （23）  

ただし，  

のこ動∂励／∂．γ：朗よの限界消費性向を表わすものとする。   

これらの変数の各々は，与えられた地域に．対してある特定の値をとり得るの  

で，その他械の億ほ，経済全体のそれに対応した変数の備と同じであるとほ限  

9）この証明についてほ，Wn Mayer＆S。Pleeter，（1975），pp小346－347，およびR．   
Komiya，叫Non－tradedGoods andthe Pure TheoryofhternationalTrade，”hter・   
nationalEconomic Review m，No．2，（1967），参照。   
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らない0そこで，もしもそれらの値が同じでないとすれば，そ・の地域値の全国値  

からの帝那ほ，（23）式における微分“d”によって示すことができる。たとえば，  

当該地域の1人あたり所得が，全国の1人あたり所得よりも大きいときにほ，  

γノーー∴γ0＞0＝⇒d．γ＞・0  
（24）  

の関係式が成立する結果，その地域値の全国値からの帝離ほ正値をとることが  

判明する。   

また，立地係数によって当該地域の移出産業ニーしたがって，＝BasicIndus－  

tIy”叫を選定しようとする考え方の背後にある命題ほ，  

入雲／入2毒1＝⇒¢濠O  t25】  

の関係式によって示される。すなわち，もしも地域．グにおける産業∠の立地係  

数が1より大であれば，その地域の寝業套を移出躇業とみなす舶したがって－，  

地域ノから財∠■が移出される・－－－…ことにほかならない。これをさきの微分形式  

によって表わせば，つぎのようになる。叫  

飢も葺0＝⇒飢『ね責0  
（26）  

（23J式は，しかしながら，ある与えられた地域における産業よの交易志向が，  

立地係数の値－－したがって，ここでは」わけ¶椚のみに依存しているのでほな  

く，しかもまた，1人あたり所得の差異や噂好の差異にも依存していることを  

示している。   

立地係数を用いた殆どの分析でほ，移出軋及ぼす第2の要因（d．γ）と寛3の  

要因（dα官）の影鞍は，明示捌こ考慮しないことによって取り除かれている。11jこ  

のことを，われわれの表示法に従って再述すれば，  

d．γ＝0  

および   

dα宜＝0， （よ＝1，2，3）  

10）ただし，ここでほ閉じたモデルむ前提としているので，β冨＝0となり，したがって   

dβ乞＝β£の関係式が成立すること紅留意すべきである。  

11）たとえば，Dl・Greytak，“AStatisticalAnalysis ofRegionalExportEstimating   
Techniques，”Journalof Regional声Cience9，No．．3，（1969），参照。   
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「立地係数」でみる四国地域の経済構造  【β2アーー   

の成二立を意味するものである。   

このうち，後者の仮定鵬すなわち，地域間での嗜好差がないという仮定  

…山一は，ひとまず置くとしても，前者の仮定鵬すなわち，すべての地域の平  

均所得が全く同じであるという仮定－－ほ，非現実的であるほかりでなく，1立  

地係数に．もとづく分析結果の解釈に．も大きな問題を提起するものセあるこわれ  

われのモデルの理論的帰結は，地域間での噂好差がないものとして，当該地域  

での立地係数が1とは異なる場合にほ，その立地係数ほ，全国と当該地域との  

1人あたり所得の差異を意味するものである，ということである。換言すれば，  

平均所得の差異が地域間ではないものと想定しセ，立地係数に．もとづく分析を  

試みることほ，誤りを犯すこと紅なるとtr、う点にある。12〉  

それでほ，もしもすべての地域で1人あたり所得が同じであると想定できな  

い場合檻ほり 致一地係数にもとづくすべての分析結果ほ，無に帰するめであろう  

か。率いなことに，そうではない。すなわち，1よりも大ぎいか；あるいほま  

た小さい立地係数ほ，地域間での嗜好差がないかぎり，その産業が移出産菓で  

あるか，あるいほまた移入産業であるかを，依然としてⅡJ礁に．示していること  

になるのである。13）   

また，嗜好差がないという仮定ほ，立地係数を用いた分析にとって，きわめ  

て纂要な意味をもつ。なぜなら，もしも地域間で噂好差があも場合にほ，立地  

係数の値を知っただけで，ある所与の産業の交易志向に関する結論を引き出す  

ことができないからである。   

以上，明らかにした立地係数の理論的妥当性ほ，もとより，要素価格の均等  

化が実現するという前提に立脚していることは，いうまでもない。そして，こ  

の前提を，われわれのモデルに即して表現すれば，各地域に．ついて通常の性質  

を有した同仙・の生産関数が存在していること，交易可能崩の輸送費が不要なこ  

と，完全競争が支配しているこ．と，地域間での生産要素の移動ほなく，他方，  

各地域内での生産要素の移動は全く自由であることを，すべて必要としている  

のである。   

12）この証明については，WいMayer＆S．Pleetez・，（1975），pp．348N350，参照。  
13）W巾Mayer＆S．Pleeter，（1975），Pp、350－351，参照。ただし，平均所得の差   

異は，戚存意の差異によるものである。   
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ⅠⅤ  

昭和50年に√おける四国地域経済の概況をみれば，総面積で全国の5．0％，総人  

口・総就業人口で，それぞれ全国の3．6％，3．7％を占めているが，生産所得の  

全国比は3．3％を占めるに．過ぎず，全国的紅みて，未だ後進の域に．あるといわ  

ざるを得ない。14）   

また，四国の製造業は，地元に大消史・地をもたないため，大企業の製品は中  

間責財部門が比較的多く，耐久消費財が少ないという特徴をもっており，高度  

如意産業，ファツレヨン型産業，情報産業，研究開発集約産業などのいわゆる  

知識集約型産業に隠する業種がきわめて少ない，といえる。   

つぎに，四国の人仁lおよび就業状況をみれば，つぎのとおりである。まず，  

四国の人口ほ，昭和34年の436万人（住民登録人口）を最高にしてその後減少を  

続け，昭和46年の399万人（住民基本台帳人lコ）を底に，再び増加に転じてい  

る。15）したがって，昭和50年に‥おける四国の人口総数ほ404万人で，昭和45年の  

399万人に比べて1．3％ほど増加している。 （l望ほⅤ－1，参爛）   

これを四国内の人口分村でみれぼ，総じて県庁所在地への集中化現象がみら  

れるのに加えて，工業化が比較的進んでいる瀬戸内沿岸地域での人口が増加し  

ている反面，山間部を中心とするその他の地域でほ逆に人lコが減少し，いわゆ  

る過疎化が進んでいる。   

なお，昭和50年の総世帯数は119万で，昭和45年に比べ11万世帯はど増加し  

でおり，その結果，1聴帯あたりの世帯人員は3．4人で，昭和45年に、比べて0．2  

人ほど減少している。この世帯規模の縮小化傾向は，いわゆる核家族化が小幅  

ながら四国でも進行していることを意味するものであろう。   

また，年令別人口の構成比をみれば，昭和50年の四国における幼年人口（0  

～14才）および生産年令人口（15才～64才）は，それぞれ22」5％および66．6％  

14）とくに，戊近躍進の大きかった第2次産業の生庄所魔の全国比は，2．9％となってl、   

る。なお，本節の叙述は，四国通商産業臥「四国地域経済の産業連関分析」（1980）お   

よび「四国経済概観」（1977）に負っている。  

15）地域開発などに伴う企業の新規立地と，その関連企業の進出によるものと考えられ   

る。   
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図ⅠⅤ－－1四国の各県別人口の推移  

4，040て人  1．121▲T人  

3，975了人  
こi，904r人  

？5′ド  j（）ノー 15勺  誉刑  5．川  

「正幸い‥三Ⅰ軌開査7ご一二し5川は†＝出＝、◆丁．枇人l」  

で，その両者とも昭和45年に比べて減少して：いるのに対して，老年人口（65才  

以上）ほ，10．9％へと逆に増加している。表ⅠⅤ－1より明らかなよう紅，四国  

は全国に比べて幼年人口が低く，その反面老年人口のウェイトが著しく高いこ  

とが注目される▲。   

つぎに，四国の就業状況をみれほ，昭和50年における全産業の就業者数は，  

196万人で，昭和45年に比べて，3．4％はど減少している。これを産業別にみれ  

は，昭和30年以降，雄1次産業の就業者は大幅に減少してきており，その反面，  

弟2次および第3次の就業者数がつねに増加値向にある。16）これは，経済の発   

ユ6） すなわち，第1次産業の就業者数のシェアは，昭和35年の45．0％から昭和45年には   
29り5％にまで低下し，昭和50年にはさらに21．8％にまで低下している。一方，、第2次   
産業の就業者数のシェアほ，昭和35年の20。8％から昭和45年の26．2％，昭和50年の29．4   
％へと，また第3次産業の就業者数のシェアは，昭和35年の34い2％から昭和45年の44．．3   
％，昭和50年の4臥4％へとそれぞれ増加している。   
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表ⅠⅤ－岬・1四国の年令別人ロの構成比（昭和50年）  （単位：％）  

0
 
叫
 
 

8
 

叫
≠
 
 

両
 
 
 

全国は00．O24．．3～ 81．9ど 8．Oi7‖4ノ67．7†7．17 8．1～ 9，．6  

四国llOO．Ol22．5l8．Ol7．117．4】66．616．9r 6∩7；8．6】7．0ト14．4l13．5l9．5llO．9  

（資料）「囲勢狗査」   

展段階において，農業政策の転換や機械化などにより，農業就業人lコがその他  

の産業部門へ流出していった結果である。（図ⅠⅤ【・2，参照）  

図ⅠⅤ－2 四国の産業別就業者数の推移  

1．9Gl丁ノ、  2．nO81／＼  

農   ブ  
林・漁鑑  

別 遺 文  

祉 設 ▼紫   

紺  J業  

針l′仁兄闇  

」・il  
j「・1  50年   

こだ甘 ‾国勢罰すL  

ニナ∴ 52升1ま〉就那手箱遣基本調査報告軋  
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表ⅠⅤ－2ほ，昭和50年における産業別就業者数を，四国の各県別に示したも  

のである。これより明らかなように．，鴇1次産業の就業者数の全就業者数に 

占めるソニアがもっとも高い県は，高知県で，25．5％となっており，徳島県の  

23．9％がこれについでいる。また，第2次産業の就業者数のシ、ェアがもっとも  

高い麒ほ，脊川県で32．6％とな 

でこれについでいる。なお，第3次産業の就業者数のシェアは，．各県とも－・様  

に高く，全就業者数の約半分を占めていることが判明する。  

表ⅠⅤ－2 匹周の虚業別就業者数（昭和50年）  く単位：千人）  

総   数‡3941  づしi 
＿■＿ 一 

7憲盲81き370？  

「 二墨過去蓮   
‾‾‾‾’‾‾‾冊▼  

一義妄 鴨・7  
－～ 

すr 建設芸芦……巨  
〟・   

許 
竺 

∵「ニ宴   一■－－■一】州肝‾－～仰‾劇  

籍 

卸小 サ－ヒ 三金融不鵡  

次運輸通  

竃気カ  
座 

公   
廿拙    一I          l    ■l    ・；一   Ill  

（注）総数ほ／iく詳を含む。  （資料）「国勢調査」20％抽出集計   

葦望けⅤ・－3は，昭和50年における四i；司の座業構造を，就業者の産業別構成比で  

とらえ，これを全国と比較したものである。弟1次座業のウエイトがわめて高  

く，その反面ナ 製適業を中心とする籍2次産業のクエイトが低いのが四国の特  

徴といえる。   
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園ⅠⅤ－3 就業者による産業構造の比較（昭和50年）  

▼－1．ヲ3ゴーー  ヱ9βク   

全 国  

つぎに，図ⅠⅤ－4ほ，生産所得によって，昭和50年における四国の産業構造  

を全国と対比して－示したものである。  

図ⅠⅤ－4 生産所得による産業構造の比較（昭和50年）  

全  国   四  国  

四国に・おける生産所得の産業別構成比の推移をみれば，第1次産業は，就業  

者と同様に．毎年減少を続け，昭和45年度の13．6％から昭和50年度に．は．】0．8％に．  

まで大幅に低下している。また，第2次産業は，昭和48年度の33．9％を最高に  

してその後／J＼幅ながら減少を続け，昭和50年度に．ほ31．4％にまで低下している。  

この結果，卸・小売，サ－ビス業を中心とする第3次産業ほ，逆にその比率を   
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伸ばし，昭和50年度には57．8％にまで達している。   

以上より明らかなように，就業者，生産所得による四国の産業構造の特徴を  

全国と比較してみれば，発1次産業が減少し，第2次および籍3次産業が増加  

する傾向に．あるものの，依然として，四国における算1次産業のウェイトほ′高  

く，第2次産業の主体を占める製造業のウェイトほ低い地域であるこ．とにかわ  

りほない。   

つぎに，総理相続討局編の昭和50年に．おゆる「事業所統計調査報告」により，  

表ⅠⅤⅦ3 四国の製造業の立鱒係数（昭和50年）  

立地係数  全  国  】 四  
産  業  部  門  

食料品・たば こ 製造業  

繊維工業（衣服・その他の繊維製     品を除く）  

衣服・その他の繊維製品製造業  

木椀・木製品製造業（家具を除く）  

家 具・装 備 品 製 造 業  

パルプ・紙・紙製品製造業  

出版・印刷・同関遵産業  

化  学  1  共  

石油製品・石炭製品製造業  
ゴ ム 製 品 製 造 業  

なめしかわ・同製品・毛皮製造業  

窯 業・土石製品製造業  

鉄  鋼  業  

非 鉄 金 属 製 芯・菜  

金 属 製 品 製 造 業  

－∵扱機 械 器 艮 製塩業  

電気機 械 器J．土 製遺業  

輸 送機械器 具 製造業  

精密 機械器 具 製塩業  
そ の 他 の 製 造 業  

ヽニ＝上「‘t■  甘言＝入ま／入…  

∴こ三三 二二‾っ：‾丁三  

1
 

3
0
7
3
 

8
 
7
 
9
．
4
 
0
 
3
 
2
 
1
 
2
 
1
 
 

：て：：：ご三 ご、デ芸  
‾‾∴．二二∴；；  0．0027   1．429  

「：一三 ∴  3，070  

4，844  

0．002～   0．465  

－：二∴二二：－≡：‾ご  

7，236  

19，985 38 ，075  

11，271  

0い013i O・539  

二；：三三  1，227，1叫 0・027l  

二‾∴ご ∴三  680，114r O．015  
0．016  0．661  

0．001  

O 009 

r  

3恥980ま 0・2碍 01・909                          r  製  造  業J12・699，232  

（注）全国の総就業者数（エり＝45，117，035  四国の総就共著数（エノ）＝1，527，918   
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四国地域の製造業の各部門別立．地係数を求めたものが，表ⅠⅤ－・3・および表ⅠⅤ－－－ 

4である。まず，衰ⅠⅤ－－3に．より，四国を1つとしてみれば，製造業全体の立  

地係数ほ0．909で1より小さく，したがって，その四国内におけるウエイトが  

全国におけるそれよりも相対的に小さいことを示して．いる。しかし，これを製  

造業の各部門について－みれば，そ・の業種によって著しい差異がみられる。たと  

えば，立地係数のもっとも高い部門ほ，パルプ・紙・紙製品（2．039）で，つぎ  

軋，衣服・その他の繊維製品（1．861），家具・装備品（1．697），木材・木製品  

（1．557），石油製品・石炭製占計（1i429），なめしかわ・同製品・毛皮（1．391），  

食料品・たばこ（1．324）などの部門が続いている。逆に，立地係数の低い部門  

ほ．，椅密機械器具（0．134），鉄鋼業（0．228），電気機械器具（0．272），ゴム製品  

（0．鱒5）などとなっている。   

さら町，図ⅠⅤ－5咋・，昭和50年における四国の製造業の各部門別出荷額をべ  

－スとしでをゐ立地係数を求め産ものである。1r）この工業出荷額による立地係  

数をみれば，パルプ・紙（2．64）がもっとも高く，ついで，木材。木製品（1 

園ⅠⅤ・⊥5′ ェ案出荷頗による立地係数（昭和50年）  
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（注）1ここでの立地係数とほ次の算式に上って定亜されてし る0  

立鵬数＝÷／与（…i：＝蓋欝認識胡；i：：芸欝認諾ほ  
2 本圃の下辺は 全国の業種別朋成比婆二さす  

3秘i媒分ほ除く  

17）′ただしし，ここでの原資料ほ，「昭和50年各県工業統計調査結果」およぴ「昭和5碑二［   

業統計概数表」によって1、る。   
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90），非鉄金属（1．83），石油・石炭製品（1．82）などが高く，逆に．低い部門は．，  

精密機械（0．07），鉄鋼（0．29），電気機械（0．32），出版。印刷（0．39），などと  

なっている。   

らぎ紅，虚業者数と出荷額に．よる立地係数の値を比較吟味すれば，両係数間  

にはぼパラレルな関係があるのが読みとれる。たと．え．ば，パルプ・紙，木屑・  

木製品，家具・装備品ほ，総じて弱体な四国地域の製造業のなかに・あって，移  

出産業としての比較優位を有している反面，格密磯城，鉄鋼，電気機械などの  

ウェイトが全国的にみて著しく低く，したがっで比較劣位にあることが明らか  

となる。なお，四国の非鉄金属は，就業者数による立地係数ほ高いのに，出荷  

額紅よる立地係数ほ．低くなっており，他方，皮革製品曙，前者の係数が低いの  

に，後者の係数が高くなっているのが注目される。   

最後に，表ⅠⅤ－4ほ，昭和50年における四国の製造業の立地係数を各県別に  

求めたものである。   

この表より明らかなことほ，まず，四国4県のうち，高知県の立地係数が，  

製造業全体でみてとくに低い（0．602）という事実である。つぎに，パルプ・  

紙，木材・木製品ほ，四国4県ともに立地係数が高くなっているが，なかでも  

前者に．ついては愛媛県のウェ イトが著しく高く（3．000），また後者についでは  

徳島県のウェイトが相対的に高くなっている（2．330）。しかし，家具・装備品  

に．ついては，徳島（3．974），香川（2．237）の両県紅もっぱら限定されており，  

愛媛・高知の両県では，むしろ移入産業とすらみなされるのである。なお，非  

鉄金属ほ，もっぱら愛媛県（2．313）にのみ限定されているが，・…・方，皮革製  

品に．ついては，香川（3．130）と徳島（2．044）の両県に限られているのが注目  

される。  

Ⅴ  

以⊥において，われわれは，“Economic BaseModel”の基礎にある「立地係  

数」（Location Quotient）に注目して，その理論的意義を明らかにし，さらに  

その係数を具体的に封測することによって，四国の地域経済の特徴を明らかに  

してきた。いうまでもなく，立地係数の概念自体は，きわめて渾沌明快で，そ  

の封測に彪大な時間と労力を伴うものでほない。とくに，地域経済の実証分析   
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「立地係数」でみる四国地域の経済構造  ーー∂3㌻一  

を試みる場合，精度の高い詳細な統計デー・タの取得が困難な経験をした者に．と  

ってほ，すぐれて㌧簡単なデータとその使用によって，当該地域の移出産業を識  

別し得る立地係数のメリットを認めずにはおれないであろう。もとより，立地  

係数ほ，単純なるがゆえ．に，また幾つかのデメリットをも香している。まず，籍  

1に，－・様な消費と生産のパタ－ンを暗黙裡に仮定している。第2に．，この手  

法が有効であるために，対象地域全体を通じて同じ生産性の水準を仮定してい  

る。第3に．，外国貿易を無視したパclosedmodel”を対象としている。最後に，●  

立地係数の分析に．あってほ，すべての地域需要が地域生産によって1満たされる  

と想定することに．より，財の“CIOSS・hauling”が無視されている。   

とほ．いえ，立地係数のもつメリットを十分に認めつつ，その有効範囲と限界  

を見極めて，その応用範囲をさらに拡げていくことが，今後に残された重要な  

研究課題であろう。   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ




